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Ⅰ はじめに―問題意識と研究目的―
２０１５年９月に，国連総会において「我々の世界を変革する：持続可能
な開発のための２０３０アジェンダ（Transforming our world: the ２０３０
Agenda for Sustainable Development）」（UN,２０１５）が採択され，２０３０
年に向けた行動計画である「持続可能な開発目標（Sustainable Develop-
ment Goals）」（以下，SDGs）への取り組みが，さまざまな主体におい
て世界規模で広がっている。SDGsは，人間，地球および繁栄のための
行動計画で，１７の持続可能な目標とそれらを具体化した１６９のターゲッ
トからなっている（UN,２０１５, p.１）（図表１）。
SDGsは，２０００年から２０１５年におけるミレニアム開発目標（Millennium
Development Goals：MDGs）の後継であるが，発展途上国における貧
困を主たる課題とするMDGsとは異なる性格を持っている。田中ほか
（２０１６，６３―７０ページ）は，SDGsの特徴として次の５つをあげている。
①「貧困の解消」と「環境の保全」という「２本柱の統合」，②発展途
上国だけでなく先進国も対象としているという「普遍主義」，③「格差」
が重視されている点，④MDGsで達成されなかった課題に新たな課題を
追加しかつ野心的な目標を掲げている点，⑤「実施手段」が明記された点。
また，日本政府が２０１６年１２月に決定した「持続可能な開発目標（SDGs）
論 説
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実施指針」に基づいて，SDGsの特徴として以下の５つの指摘もなされ
ている（笹谷，２０１８，２０ページ）。①普遍性（ユニバーサルティ）（先進国・
途上国共通の目標），②包摂性（「誰一人取り残さない」というキーワー
ドの下であらゆる人々への配慮），③参画型（あらゆるステークホルダー
の参画を重視し，全員参加型で取り組む），④統合性（SDGsのゴールと
ターゲットは統合され不可分のものであり，経済・社会・環境の３分野
での統合的解決が必要），⑤透明性と説明責任（全員参加型の取り組み
であることを確保する上でも，透明性と説明責任が重要）。
このようなSDGsは企業経営にとっても意義・重要性を有しており，
長期的な目標であること，世界規模・グローバルな取り組みであり，
「共通言語」としての役割を持っていること，民間セクターとりわけ企
業に期待される役割（創造性，イノベーション）が強調されることを指
摘できる。他方，企業においても，近年，企業経営における経済性とと
もに社会性・人間性が強調され，経営活動の成果として，経済価値と社
会価値・組織価値によって成り立つ企業価値の創造が強く求められてい
る（内山，２０１５a，４６―４８ページ）。内山（２０１８，５１―５２ページ）では，企業
価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，社
図表１ SDGsのロゴ
出所：国際連合広報センター。
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会価値・組織価値の創造は経済価値の創造に深くかかわるとする認識が，
企業においても投資家においても強調され，世界的に一般的になる今日
の（２０００年代以降の）経済基盤を「先義後利型経済」と名づけ，そこで
の統合報告の役割を検討した。また，「先義後利型経済」においては，
管理上，（超）長期的な視点を持つ必要（持続可能性），統合的あるいは
複合的な企業価値観を持つ必要（多様なステークホルダーの認識に基づ
く，経済価値創造と社会価値・組織価値創造），企業価値創造の要素の
統合的あるいは複合的な管理の必要の３点を指摘した。SDGsの達成に
向けた取り組みは，経営管理における上記３つの必要性の充足にも大い
に資すると考えられる。
SDGsはその名の通り「目標」である以上，企業においてSDGsの達成
への貢献に取り組むのであれば，そのための適切なマネジメントが必要
となる。SDGsの達成は，第一義的には国家レベルでの責任となるが，
先述の通り，その実現には企業が発揮する創造性，イノベーションへの
期待が大きい。すなわち，SDGsの達成に向けたマネジメントにおいて
は，地球・国家レベルでの「マクロ」のマネジメントに加え，各企業レ
ベルでの「ミクロ」のマネジメントの重要性を指摘することができる。
そこで，本稿では，上記「ミクロ」のマネジメントに焦点を当て，
SDGsの達成に貢献するためのSDGsを巡るマネジメントについて考察し，
これまでの経済価値の創造を中心としてきた既存のマネジメント・プロ
セスをベースに，SDGsマネジメントのフレームワーク（体系・全体像）
を検討することを目的とする。また，そのフレームワークにおける統合
報告の位置づけ・役割を明らかにする。その際，とりわけ日本企業にお
ける経営実務をベースに考察を行う。
以下，次の構成をとる。第Ⅱ節では，SDGsの意義と，その企業経営
に対する影響を検討し，SDGsへの取り組みとそのマネジメントはイン
タンジブルズ（intangibles：無形の資産）のマネジメントに繋がること
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を指摘する。第Ⅲ節では，SDGsマネジメントとそのための重要な基盤
を検討する。第Ⅳ節では，SDGsマネジメントのフレームワークを明ら
かにする。第Ⅴ節では，SDGマネジメントにかかわる課題について検討
する。最後に，第Ⅵ節で本稿のまとめを行う。
Ⅱ SDGsの意義と企業経営
⑴ 企業におけるSDGsの意義と現状
SDGsを含めたアジェンダは国連において採択されたものであり，
SDGsの達成における第一義的な責任は，国連を構成する国家（各国政
府機関）にあるといえる。しかしながら，以下の３つの理由から，企業
経営にとってもSDGsは大きな意義，重要性を持つものと考えられる。
第１に，その名が示す通り，SDGsは持続可能性を目指した長期的な
目標である。そのため，SDGsにかかわる企業経営，企業活動を行う場
合，SDGsの諸目標が，企業が持つ企業理念，長期ビジョン，中期経営
計画や戦略に対して影響を与える可能性がある。
第２に，アジェンダは，先進国，発展途上国を問わない，世界全体の
普遍的な目標とターゲットである（UN,２０１５, para.５）。そのため，企
業活動を行う地域，業種，ビジネスモデルを問わず，あらゆる企業活動
と企業の生み出す価値（正と負の両方）が何らかの形でSDGsにかかわ
る可能性がある。提供する製品・サービスの種類が多い企業，従業員数
が多い企業，活動地域が広い企業，サプライチェーンの長い企業などは，
特にかかわりが大きいと考えられる。
第３に，アジェンダの実行には，国家だけでなく，企業をはじめとす
る民間セクターの役割が認められており（UN,２０１５, para.４１），民間セ
クターに対し，持続可能な開発における課題解決のための創造性とイノ
ベーションの発揮を求めている（UN,２０１５, para.６７）。あわせて，「目
標１２．持続可能な生産消費形態を確保する」の中で，ターゲット「１２．６
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特に大企業や多国籍企業などの企業に対し，持続可能な取り組みを導入
し，持続可能性に関する情報を定期報告に盛り込むよう奨励する。」と
されている。日本でも，２０１７年１１月に日本経済団体連合会（経団連）が，
未来社会Society５．０の実現を通じたSDGsの達成を柱として「企業行動
憲章」を改定している。
ここで現状を確認する。２０１７年に実施された年金積立金管理運用独立
行政法人の調査の結果（GPIF,２０１７,１９ページ）によると，「JPX日経イ
ンデックス４００」構成銘柄企業を対象とした調査で，SDGsへの取り組み
状況は，「知っており，取組みを始めている」２４％，「知っており，取組
みを検討中」２１％，「知っているが，当面，取組む予定はない」８％，「聞
いたことがあるが，内容はよく知らない」１１％，「聞いたことがない」
２％，無回答３４％となっている。また，２０１８年に実施された同調査の結
果（GPIF,２０１８a,２０ページ）では，調査対象が東証１部上場企業に拡大
され（２，０５２社中６１９社回答，回答率３０．２％），そこでのSDGsへの取り組
み状況は，「知っており，取組みを始めている」２４％，「知っており，取
組みを検討中」４０％，「知っているが，当面取組む予定はない」２３％，「聞
いたことがあるが，内容はよく知らない」１０％，「聞いたことがない」
３％となっている。日本でも，大規模上場企業を中心に，SDGsへの取
り組みが進みつつあることがうかがえる。日本企業の統合報告書で
も，２０１７年以降，統合報告に先進的な企業の統合報告書を中心に，
SDGsに関して言及するものが目立つようになっている。
他方で，２０１８年の同調査の結果によると，IR（investor relations）に
おいて自社から情報発信する際の非財務情報に関する用語の使用状況は
図表２のようになっており，日本企業では，SDGsはESG（environment,
social, governance）やCSR（corporate social responsibility），サステナ
ビリティに比して，使用頻度がまだ高くないことがわかる。
また，企業内でのSDGsへの理解も十分とはいえない。グローバル・
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コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）と地球環境戦略研究機
関（IGES）が行った，GCNJ会員（２５４企業・団体）（その多くがグロー
バルに活動する大規模企業）に対する調査の結果（GCNJ・IGES,２０１８）
によると，組織内におけるSDGsの認知度は図表３のようになっており，
CSR担当者の認知度が高く，経営陣の認知度が高まってきているものの，
全社的に認知されているとは言い難い状況がうかがえる。
⑵ 企業経営への影響が大きい理由
前述のように，アジェンダでは，SDGsの達成に対して企業が果たす
役割に大きな期待が寄せられている。他方で，企業の側でも，SDGsの
達成に積極的に貢献することが自社にとって大きな意味を持つと考えら
れる。「SDGsが事業に与える影響を説明し，サステナビリティを戦略の
中心に据えるためのツールと知識を提供」（GRI et al., ２０１５, p. ２）する
図表２ IRにおいて自社から情報発信する際の非財務情報に関する用語の使
用状況
出所：GPIF（２０１８a，１５ページ）。
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ことで，「企業が，いかにしてSDGsを経営戦略と整合させ，SDGsへの
貢献を測定し管理していくかに関し，指針を提供する」（GRI et al.,２０１５,
p.５）ことを目的とするものとして「SDG Compass」がある。そこでは，
企業がその戦略，ゴール，活動などを立案し，運用し，周知し，報告す
る上で，それら全体を包括するフレームワークとしてSDGsを利用する
ことで得られるメリットを５つあげている（GRI et al., ２０１５, p. ４）。す
なわち，①将来のビジネスチャンスの見極め，②企業の持続可能性にか
かわる価値の向上，③ステークホルダーとの関係の強化，新たな政策展
開との同調，④社会と市場の安定化，⑤共通言語の使用と目的の共有，
である。
①の「将来のビジネスチャンスの見極め」については，しばしばSDGs
をビジネス機会に結びつけることは困難であるとする指摘に対して，
SDGsは各国政府や企業，市民，国際機関などからのニーズを集約して
策定された経緯があることから，国内外で今後取り組みが必要とされる
図表３ 組織内におけるSDGsの認知度
（複数回答，＊は２０１７年度に新たに設定した選択肢）
出所：GCNJ・IGES（２０１８，５ページ）。
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課題のリスト（すなわち，ビジネス機会）としてSDGsを捉え直し，貢
献可能なゴールもしくはターゲットの方向性と整合させつつ，取り組み
を強化したり，自社の強みを活かした企業経営や事業戦略に発展させて
いくことが重要（GCNJ・IGES,２０１８,１３ページ）との指摘がなされる。
企業に対して期待されているのは，SDGsのさまざまな目標やターゲッ
トをビジネスチャンスと捉えることで創造性を発揮してイノベーション
を促進することである１）。そこでは，新たな市場・顧客の開拓，従業員
の知識・意識・行動の変革，組織能力の向上，企業としてのノウハウの
蓄積などが期待される。これらは，それぞれ顧客資産，人的資産，組織
資産，情報資産というインタンジブルズの開発やその質の向上を意味し
ている。
②の「企業の持続可能性にかかわる価値の向上」については，SDGs
の目標の多くは，人権や健康，環境など，人類や社会，地球の持続可能
性にかかわるものであることから，①で指摘された点を通じてこれらの
目標に取り組むことは，そこで示された課題の解決によって企業に対し
て経済価値をもたらすとともに，さまざまなリスク・マネジメントにも
つながる。それらは，④の「社会と市場の安定化」に貢献するとともに，
自社のブランドやレピュテーション，また人的資産における社会的側面
といったインタンジブルズの質の向上に資する。
さらに，③の「ステークホルダーとの関係の強化，新たな政策展開と
１）足達ほか（２０１８，１８６―１９１ページ）では，自社の事業セグメントや商品・サー
ビスとSDGsの１７の目標とを紐付ける作業を，一覧表を作る時に左の列に自社
の重要課題や製品群を置いて，右の列に１７の目標のラベルを貼り付けること
から，「SDGsの課題を右側におく思考」と呼び，そうではなく，「企業がSDGs
への貢献を意識しながら事業を行う」，「SDGsを契機としてイノベーションを
創出する」ために１７の目標を左側に置いて，そこから自社は何ができるかを
考えてみる必要が本来はあるとし，これを「SDGsの課題を左側におく思考」
としている。「SDGsの課題を左側におく思考」でSDGsの達成に貢献するので
あれば，それはイノベーションの創出に他ならないとしている。
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の同調」については，上記の①と②を通じて，さまざまなステークホル
ダーに対する価値の提供が実現するとともに，同じくさまざまなステー
クホルダーから優れた望ましい経営資源を引きつけることにつながる。
具体的には，企業価値を経済価値と社会価値・組織価値との合計と見る
ような，長期視点を持った投資家からの投資に加え，理念を共有した優
秀な人材の獲得・維持・能力向上，取引先としての選定，地域社会から
の理解などである。また，その際に不可欠な，企業活動への理解・賛同
や，企業活動結果の報告とそれに基づくステークホルダーからのフィー
ドバックにあたっては，⑤の「共通言語の使用と目的の共有」が有効に
作用すると考えられる。経済産業省による「価値協創ガイダンス」に指
摘されるように，SDGsのような国際的に認識されている社会課題に関
する枠組みを参照することが，グローバルな投資家の理解を促進し，対
話を進めるのに有用である（経済産業省，２０１７，２０ページ）とされるのも，
この「共通言語の使用と目的の共有」が効果を発揮するためと思われる。
⑶ SDGsとインタンジブルズのマネジメント
このように，企業経営とそのマネジメントにおいてSDGsを利用する
ことから期待されるメリットを整理し直すと，近年のESG投資に見られ
るような長期視点の投資を引きつけることに加え，自社にとって必要な
優れたインタンジブルズを引きつけ，維持し，その質を高めるためにも
有効であることが指摘できる。すなわち，SDGsの達成への貢献とその
ためのマネジメントは，さまざまなステークホルダーとのかかわりとそ
の関係強化を前提として，自社のインタンジブルズのマネジメントに繋
がると考えられる。同時に，優れたインタンジブルズの構築はSDGsの
達成に不可欠な創造性，イノベーションを支えるものでもある。その意
味で，SDGsの達成に向けたマネジメントとインタンジブルズのマネジ
メントとは表裏一体の関係にあるといえる。
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インタンジブルズは，顧客や従業員をはじめとするさまざまなステー
クホルダーとのかかわりを前提とし，自ら所有しているわけではないも
のもあることから，「義」（世のため人のため）という側面を持つ（内山，
２０１８，５１ページ）。また，インタンジブルズは，どのように創造され，利
用されるかによって価値が異なる，とりわけ，その価値が戦略に依存す
ることや，他の有形・無形の資産と結びついて価値をもたらすために，
そのマネジメントにおいては複合的なマネジメント・システムが必要で
あることが指摘される（内山，２０１０，２ページ）。内山ほか（２０１５）の実証
研究では，人的資産，組織資産，情報資産，顧客資産，ブランド，コー
ポレート・レピュテーションの６つのインタンジブルズが複合的に経済
価値の創造に貢献していることが明らかにされており，インタンジブル
ズの活用にあたっては，さまざまなインタンジブルズの複合的活用が必
要である。これらのことは，前節において述べた，今日の「先義後利型
経済」における管理上の必要性，すなわち（超）長期的な視点を持つ必
要，統合的あるいは複合的な企業価値観を持つ必要，企業価値創造の要
素の統合的あるいは複合的な管理の必要とも共通するものである。
SDGsは，企業実践あるいは現在の経営成果の単なるアピールのため
のツールではなく，マネジメント・システムに組み込むことで，経営そ
のものをより良くしていくためのツールであると位置づけられる。その
最たるものが，インタンジブルズのマネジメントに繋がることである。
また，統合報告も，統合思考の発生を通じてインタンジブルズの管理に
有効に作用することが指摘されており（内山，２０１５b，４４ページ），その
意味で，統合報告の実践とも共通性・親和性を持つといえる。
Ⅲ SDGsマネジメントとそのための基盤
⑴ SDGsマネジメントとは
SDGsにかかわる企業実践は，多くの企業ではまだ緒に就いたところ
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である。したがって，SDGsを巡っては，完成された体系的なマネジメ
ント・システムが存在しているとは言い難い。
そこで，本稿では，既存のマネジメント・システムを含めて，経済価
値の創造とのつながりを踏まえつつSDGsの達成に貢献するためのさま
ざまなマネジメント・システムの全体を「SDGsマネジメント」と呼称
する。ただし，SDGsマネジメントにはさまざまなマネジメント・シス
テムとその実践が含まれるが，それらが単に個々に存在し実践されてい
るその全体を指すのではなく，それらが有機的に連携し，体系化された
マネジメント・システムを想定する。本稿の目的は，そのマネジメン
ト・システムのフレークワーク（体系・全体像）を考察することである。
本節では，SDGsマネジメントにとって重要な基盤について検討する。
具体的には，企業観・企業価値観を表す企業理念およびコーポレート・
ガバナンス，CSR，多様なステークホルダーとのコミュニケーションと
「ダブル・ループ」，マテリアリティ評価と統合報告，企業理念から業
績評価・報酬制度までの一貫性である。
⑵ 企業観・企業価値観を表す企業理念およびコーポレート・ガバナンス
SDGsは持続可能な世界に向けた目標であることから，SDGsの達成に
貢献する企業活動には長期的な視点が必要である。また，SDGsの達成
への貢献は多様なステークホルダーとのかかわりを前提とする。これら
により，SDGsマネジメントは，持続可能な社会における自社および自
社が創造する企業価値の位置づけを考えることを起点とし，それは企業
観，企業価値観を考えることでもある。企業観，企業価値観は，多くの
場合，企業理念（経営理念，経営哲学など）として表される。
内山（２０１５a，４６―４７ページ）において示したように，そもそも企業は
「私的存在」であるとともに「社会的存在（公器）」であり，また自由
意志を発現する「私的存在」であることが最も効果的かつ効率的に「社
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会的存在」であることを満たすという意味で，多面性を有する存在であ
る。その多面性を規定する指導原理として，経済性，人間性，社会性を
指摘することができる。そして，この３つの指導原理にはそれぞれを代
表する主たるステークホルダーが存在する。具体的には，経済性は投資
家や債権者，人間性は従業員，社会性は顧客を中心に広く社会全体であ
る。そのように考えると，企業が創造する価値には，経済性の観点から
の経済価値とともに，人間性や社会性の観点からの社会価値・組織価値
が存在するといえる２）。
ただし，企業価値をどのように捉えるかにはさまざまな考え方が存在
することも確かである。そして，企業価値創造の追求には，そのための
ガバナンスが重要となる。このため，コーポレート・ガバナンスの議論
は，遡ると企業観，すなわち企業は誰のもので，企業の目的は何かに至
り，そこには企業レベル，国・文化レベルでの違いも見られる（内山，
２０１５a，４８―４９ページ）。
コーポレート・ガバナンスの議論は，「会社は誰のものか」という基
本的な企業観に遡る。「会社は誰のものか」は，「ガバナンスを主体的に
（最終的に）行うのは誰か」ということをほぼ決定づける。「ガバナン
スの主体」が決まると，企業はその「ガバナンスの主体」にとっての価
値を中心的に追求するため，「企業価値は何か」が次に決まる。また，
その「企業価値」を生み出すために「企業が使用する資本（経営資源）
は何か」もそれに合わせて決まる。また，「企業が使用する資本」を「企
業価値」に変換するのに適した「より良い価値創造の視野はどのような
ものか」が決まってくるとともに，「創造された価値の測定・評価にど
のような情報を用いるか（必要な業績評価の方法）」も決まってくる。
２）「主たるステークホルダー」と述べたように，無論，経済価値が投資家や債権
者のみにかかわるわけではなく，同様に，社会価値・組織価値が顧客を中心
とした社会や従業員のみにかかわるわけではない。
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すなわち，これらはいずれも強い関連性を持っている（内山，２０１５a，４９―
５０ページ）。
その意味で，SDGsの達成への貢献にどのように取り組むのかは，自
社の企業観や企業価値観とも深くかかわり，自社の企業観や企業価値観
を表す企業理念に照らしてSDGsマネジメントを検討することが求めら
れる。そして，そこではコーポレート・ガバナンスの体制の検討が必要
になる可能性がある。
⑶ CSR（トップのリーダーシップ，担当部署の権限とコミュニケー
ション，中期経営計画やアクションプランへの組み込みとPDCAサイ
クルの実践）
SDGsの達成に向けた取り組みは，多くの企業においてまだ始まった
ばかりである。そのため，SDGsマネジメントにおいて何が求められる
かを考えるにあたっては，共通性の高いCSRにおける先行研究・議論を
参照することが有効であると思われる。
多くの日本企業でも，とりわけ２０００年代以降，CSRへの取り組みが進
んできた。日本企業がCSRをどのように企業経営に組み込んでいこうと
してきたかについて調査に基づき行われた研究として，谷本（２０１４，８７―
１１０ページ）がある。同研究では，比較的早い時期からCSRの制度化を
進めた，日本の主要上場企業１２社のCSR部署の担当責任者に対してイン
タビューを行っている。インタビューの実施時期は２００８年から２０１０年の
間である。そこでの主なリサーチ・クエスチョンは，①CSRはどのよう
に実施されているのか，②CSRはどのように経営のシステムに組み込ま
れているのか，③CSRの計画はどのように策定されているのか，④ス
テークホルダーへのアカウンタビリティはどのように果たされているの
か，⑤担当者はCSR経営の実施や関連部署との調整においてどのような
難しさを抱えているのか，である。これらは，「CSR」を「SDGs」と置
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きかえると，そのまま今日のSDGs経営やSDGsマネジメントにも当ては
まる問題である。
調査の結果，日本企業はCSR経営の制度化に取り組んできたが，実際
にCSRが経営に組み込まれ機能しているとはいえない状況があり，課題
に直面している企業は多い（谷本，２０１４，９７ページ）としている。そして，
調査結果に基づく考察から，次の３つの命題を導いている（谷本，２０１４，
１０５―１０８ページ）。
第１に，CSRの制度を設ければ，CSRが自動的に機能するわけではな
い。トップのリーダーシップによってCSRを各部署の経営プロセス，
日々の管理手続きの中に組み込んでいくことが重要である。第２に，
CSR経営を機能させるためには，CSR担当部署に実質的な役割と権限が
与えられ，社内で承認されることが必要である。CSR部署は，関連部署
とコミュニケーションを通じて社内での位置づけを明確にし，CSRへの
理解を共有していくことが重要である。第３に，CSR中期計画を立てる
際には，それを中期経営計画と連動させ，さらに各部署それぞれのアク
ションプランに組み込み，PDCAサイクルを回していくことが重要で
ある。
上記の３つの命題が示す，トップのリーダーシップとそれに基づく経
営とマネジメントへの組み込み，担当部署の権限とコミュニケーション
を通じた社内への理解の共有，中期経営計画やアクションプランへの組
み込みとPDCAサイクルの実践という各強調点は，そのまま，今日の
SDGsマネジメントにおける強調点ともなると考えられる。
⑷ 多様なステークホルダーとのコミュニケーションと「ダブル・ルー
プ」
SDGsの達成に貢献しようとする場合，SDGsにおいて示された目標を
自社の中期経営計画やアクションプランへと組み込むことが必要になる
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と考えられる。日本企業では，全社的な戦略は中期経営計画の形で社内
外に対して示されることが多い。
内山（２０１７a，５３―５７ページ）において明らかにしたように，戦略形成
のプロセスにおいては，ステークホルダーの認識およびステークホル
ダーとのかかわりが不可欠であり不可避である。戦略の創発を考慮に入
れて，戦略形成につながる戦略実行も視野に入れると，戦略形成・実行
には，「外部のガバナンス」と「内部のガバナンス」の２つが作用する
（図表４）。なお，ここで「ガバナンス」とは，戦略の形成や実行を規
定していく諸要素とプロセスを指している。
戦略の形成や実行に関する「外部のガバナンス」は，企業内外のステー
クホルダーとの対話を通じて実現する。このプロセスでは，戦略につい
てステークホルダーに伝達するとともに，ステークホルダーが企業に期
待することやその意図・背景を理解し，それらを戦略に取り込むことで，
有効な戦略の形成，さらには企業価値創造に至ることが期待される。
日本においては，本来は内部管理目的で作成される，戦略目標を含む
中期経営計画について，その自発的開示が多くの企業で観察される。こ
図表４ 企業を取り巻くステークホルダーとガバナンス
出所：内山（２０１５a，５１ページ）。
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のように，外部報告という目的も有する中期経営計画を含め，戦略その
ものをステークホルダーに伝達する場合，その定義や含まれるべき内容
要素からみて，戦略の伝達手段としては統合報告書が適していると考え
られる。多様なステークホルダーの存在，長期的な（持続可能な）価値
創造を前提とすると，「外部のガバナンス」が有効に機能するにあたっ
ては，戦略における財務目標と非財務目標をどのように設定するか，さ
らにそれらをどのように有機的に組み合わせるか，また，戦略の策定，
実行，その評価という，外部ステークホルダーを通じた戦略経営におけ
るPDCAサイクルをどのように実現，維持し，もってより高い企業価値
を創造するかが課題となる。
他方，戦略の形成や実行に関する「内部のガバナンス」は，戦略実行
を担う内部組織・従業員へのマネジメントを通じて実現する。このプロ
セスでは，戦略について内部組織・従業員に伝達し，戦略へのアライン
メント（alignment：方向づけ）を行って，効果的・効率的な戦略の実
行を図るとともに，戦略にかかわる内部組織・従業員に対する業務管
理・業績評価を通じて戦略の創発を導くことが期待される。
多様なステークホルダーの存在，長期的な（持続可能な）価値創造を
前提とすると，「内部のガバナンス」が有効に機能するにあたっては，
統合思考をどのように実現し，業務活動を通じて財務的な経営成果と非
財務的な経営成果をどのように獲得するか，また，戦略の策定，実行，
その評価という，内部組織・従業員を通じた戦略経営におけるPDCAサ
イクルをどのように実現，維持し，場合によってはそれらに基づいて新
たな戦略をどのように創発し，もってより高い企業価値を創造するかが
課題となる。
そして，多様なステークホルダーとの価値創造が行われ，持続可能な
企業経営が実現するためには，「外部のガバナンス」と「内部のガバナ
ンス」とが有機的に連動することがとりわけ重要である。統合報告（書）
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は，「外部のガバナンス」と「内部のガバナンス」とを有機的に結びつ
け，外部報告と内部管理との相互強化・循環を実現する１つの手段と位
置づけられる。内山（２０１５a，５１ページ）に示したように，「外部のガバ
ナンス」においては，それを有効に機能させる１つの手段としての統合
報告の役割が見出される。例えば，企業理念，長期的な目標やそれを達
成するための戦略などを統合報告書に示し，統合報告書を用いた，ス
テークホルダーと経営者との「対話（エンゲージメント）」を通じて，
持続可能な価値創造に向けた協創を図る。また，「内部のガバナンス」
においては，それを支援するものとしての統合報告と管理会計の役割が
見出される。例えば，統合報告書に示した長期的な目標や戦略を実現す
るべく，各事業・部門における目標を設定して業績評価を行うとともに，
それを報酬制度と結びつけることで，統合思考を醸成し（内山，２０１４，３４―
３５ページ），従業員のモチベーションを高め，持続可能な価値創造の実
現を図る。そして，これら「外部のガバナンス」と「内部のガバナンス」
は，「ダブル・ループ」として１つのつながりを持って連携・連動して，
機能しなければならない。
図表５に示したように，戦略形成において中心的な役割を果たすのは，
「外部のガバナンス」と「内部のガバナンス」との「ダブル・ループ」
の「要」に位置するトップ・マネジメント（経営者）であると考えられ
る。ただし，有効な戦略の形成には，トップ・マネジメントを支えるさ
まざまなスタッフ組織（コーポレート部門）と，それらの間での連携が
必要となる。とりわけ，主として「外部のガバナンス」における企業外
部に対するIR部門やCSR部門の役割が重要となる。また，主として「内
部のガバナンス」における企業内部に対する経営企画部門や人事部門の
役割も重要となる。さらに，主として財務目標にかかわるIR部門や経
営企画部門と，主として非財務目標にかかわるCSR部門や人事部門，こ
れら諸部門の間での有機的な連携が必要となる。
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⑸ マテリアリティ評価と統合報告
企業にとって，SDGsのすべての目標の達成に貢献できることが理想
であるかもしれない。しかしながら，実際の企業経営においては，その
企業が持つ企業理念や長期ビジョン，価値創造プロセス，ビジネスモデ
ル，取り巻く経営環境などにより，何が自社の価値創造にとって重要で
あるかというマテリアリティ（materiality：重要性）は異なる。SDGs
についても，自社の経営にとって重要性を持つ目標や，かかわりの深い
目標，取り組みに重点を置く目標は，企業が判断するマテリアリティの
程度によって異なるはずである。したがって，SDGsの達成に貢献する
経営，そのためのSDGsマネジメントの実施にあたっては，マテリアリ
ティ評価が鍵となる。とりわけ，SDGsのように，その内容や範囲が広
範にわたるものであるほど，自社と社会にとってのマテリアリティをど
のように評価し決定するかが，自社がその達成に貢献する具体的な目標
を設定する際に重要となる。
統合報告書の報告内容の決定にあたっては，組織の価値創造の能力に
図表５ ２つの「ガバナンス」とトップ・マネジメントおよびスタッフ組織
出所：内山（２０１７a，５７ページ）。
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対するマテリアリティが強調される（IIRC,２０１３, para.３．１７）。企業内
外の環境・状況の変化に伴い，マテリアリティの程度も常に変化するが，
マテリアリティの決定にあたって最も効果的なのは，マテリアリティの
決定プロセスが組織のマネジメント・プロセスと統合され，投資家など
との定期的な対話が決定プロセスに含まれることである（IIRC,２０１３,
para.３．２０）とされる。つまり，トップ・マネジメントは，さまざまな
ステークホルダーと定期的に対話を行いながら，マネジメントを行う中
で，自社の価値創造の能力に重要な影響を与える要因について理解を深
める必要があり，これまで以上に，戦略やビジネスモデル，資本，およ
びそれらに影響を与える要因についての理解や見直しが重要になる。そ
のため，統合報告による経営管理への効果の１つに，主としてトップ・
マネジメントのレベルにおける，戦略などについての組織学習の促進が
指摘される（内山，２０１４，３３―３４ページ：２０１５b，４４ページ）。
このように，SDGsにかかわるマテリアリティ評価とその評価結果・
プロセスに関するコミュニケーションには統合報告が適している。他方
で，統合報告にとってもSDGsを活用することに意義があると考えられ
る。この点については次のように指摘される。「SDGsにおける１７の目標
のうち，どれが企業にとって重要であり，なぜそれは重要なのか。マテ
リアリティ評価プロセスの明確化を通じてこれらを明らかにすることが
企業とステークホルダーとの相互理解を促進することにつながり，ここ
に統合報告書を通じたコミュニケーションのための共通言語として
SDGs活用の意義が認められるのである。」（齋尾・新名谷，２０１８，１１２ペー
ジ）。
⑹ 企業理念から業績評価・報酬制度までの一貫性
本節では，ここまで，企業観・企業価値観を表す企業理念およびコー
ポレート・ガバナンス，CSR（トップのリーダーシップ，担当部署の権
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限とコミュニケーション，中期経営計画やアクションプランへの組み込
みとPDCAサイクルの実践），多様なステークホルダーとのコミュニ
ケーションと「ダブル・ループ」，マテリアリティ評価と統合報告につ
いて検討してきた。これらを基盤としてSDGsマネジメントが有効に機
能するには，起点となる企業観・企業価値観（企業理念）から，統合報
告書も活用した「外部のガバナンス」とそれに基づいた計画設定，長期
から短期までの計画の連動，計画を実現する「内部のガバナンス」にお
ける業績評価・報酬制度に至るまでの一貫性が求められる。内山
（２０１７a）では，多様なステークホルダーとの価値創造を目指す多元的
な企業目的を前提とした戦略形成プロセスについて，統合報告の先進企
業としても知られるオムロン株式会社に対するインタビュー調査を行い，
考察を行った。SDGsマネジメントを考える上で，同社の企業実態（内
山，２０１７a，６８―７０ページ）に関して次の諸点を指摘することができる。
まず，「企業理念経営」を標榜し，「事業を通じて社会的課題を解決」
することによって「よりよい社会，人が輝く豊かな社会に貢献」するこ
とを明示し，広く社会に対する価値創造を目指している。２０１７年に策定
された「サステナビリティ方針」は，「経営のスタンス」と同じ内容と
なっている。また，創業者が提唱した「SINIC理論」という未来予測理
論・社会発展モデルに基づく超長期の視点の経営を起点に，「SINIC理
論―企業理念―経営のスタンス―長期ビジョン―中期経営計画―短期業
績計画」と，これらがすべて連動している。そして，企業理念を実現す
るべく，戦略としての長期ビジョンをバックキャスティングして中期経
営計画，短期業績計画を策定し，１０年間の着実な成長を目指すという戦
略経営が実行されている。さらに，程度の差はあるものの，ボトムアッ
プによって，いずれも戦略という性格を持った長期ビジョン，中期経営
計画，短期業績計画が策定されている。そして，グループ全体あるいは
全社的な物事を行う際には基本的に機能単位で行うため，戦略に関する
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議論にも経営企画部門，IR部門，CSR部門，財務部門のメンバーが参加
し，コーポレート部門間での緊密な連携が見られる。戦略という性格を
持った各種の計画において，企業内外で一致した目標によってコミュニ
ケーションが行われており，社外のステークホルダーとの対話において
も，社内コミュニケーションにおいても，ともに統合報告書が活用され
ている。
オムロン株式会社では，サステナビリティ課題と２０２０年度における非
財務目標を設定し，持続的な企業価値向上を目指したコーポレート・ガ
バナンスの一環として，社外取締役を除く取締役と執行役員の報酬の中
の中長期業績連動報酬にサステナビリティ評価を加えている（オムロン
株式会社，２０１７，１４―１７ページ，６２―６７ページ）。武田薬品工業株式会社の事
例でも，SRI（社会的責任投資）インデックスへの継続的な組み入れが
トップ・マネジメントでの業績評価指標となっていることで，CSRに関
連する全社的な取り組みであっても，指標にかかわる関連部署へとその
取り組みが伝播するという効果が認められていた（内山，２０１４，３５ページ）。
したがって，SDGsに関しても，全社的な取り組みを行うのであれば，
SDGsの目標を全社的な業績評価・報酬制度に関連づけることが望まれ
る。最終的には全社員のレベルで業績評価・報酬制度に関連づけること
が望まれるが，まずはトップ・マネジメントのレベルでそれを行うこと
で，一定の効果が期待できると思われる。
SDGsマネジメントにおいては，企業観・企業価値観を表す企業理念，
長期ビジョン，中期経営計画（戦略），財務・非財務のKPI（key per-
formance indicators：重要業績指標）の設定，事業計画・年次計画・予
算とそれを用いた業績評価・報酬制度，これらが一貫したものとなって
いることが望まれる。それは，これまでの経済価値創造を中心としてき
た既存のマネジメント・プロセスと相容れないものではない。
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Ⅳ SDGsマネジメントのフレームワーク
⑴ 一貫性を持ったフレームワーク
前節において示したように，企業理念，長期ビジョン，中期経営計画
（戦略），KPI，事業計画・年次計画・予算と業績評価・報酬制度，こ
れらが有機的に連携するべく，一貫性を持ったものとしてSDGsマネジ
メントを構成することが望まれる。本節では，これまでの経済価値の創
造を中心としてきた既存のマネジメント・プロセスをベースに，SDGs
マネジメントのフレームワーク（体系・全体像）を明らかにする。
⑵ 企業理念に基づく経営と「翻訳」
元来，多くの日本企業では，顧客をはじめとして広く社会に価値を提
供することで社会や世界に貢献し，かつ従業員にも望ましい労働環境を
提供し，企業とともに成長することを旨とした企業理念を掲げる。この
ような企業理念や，そこに見られる企業観・企業価値観はSDGsと齟齬
をきたすことはないと思われる。その意味で，経済価値創造と社会価
値・組織価値創造とが結びついているという認識が強調され，一般的に
なる今日の（２０００年代以降の）経済基盤である「先義後利型経済」は，
多くの日本企業にとって理解しやすいものであるといえる。
他方で，そのような企業理念が企業内外のさまざまなステークホル
ダーに真に理解されているか，また企業理念が企業実践に結びついてい
るかは必ずしも明らかではない。ここに，第Ⅱ節において取り上げたよ
うに，「コミュニケーションのための共通言語」としてのSDGsを活用す
る意義が見出される。すなわち，自社の企業理念がSDGsと一致してい
るのであれば，あるいは企業理念を実現することがSDGsの達成に貢献
するのであれば，第１に，企業理念をSDGsに「翻訳」してそれをステー
クホルダーに説明することで，さまざまなステークホルダー，とりわけ
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社外のパートナーと協働を図り，優れた経営資源を集めることにつなげ
るとともに，第２に，そのような協働と経営資源を活用した価値創造プ
ロセスとそのためのマネジメントを通じて，現実にSDGsの達成に貢献
し，企業理念の実現を図ることができる。
また，現在の企業理念を，例えば今日的な社会の要請に基づいて改め
たいと考える企業であれば，企業理念の見直しの際にSDGsやそれらが
目指す世界を参照することができる。
⑶ 財務目標と非財務目標を含む長期ビジョンの策定
多くの日本企業では，３年から５年程度を範囲とする中期経営計画を
策定する。そのベースとして，５年から１０年程度のより長期の計画を策
定する企業もある。
筆者も委員を務めた「日本会計研究学会特別委員会『戦略経営と管理
会計に関する総合的研究』」では，日本の大規模企業への実態調査に基
づいて，日本企業における戦略経営に関する研究を行った。その研究結
果によると，戦略経営における中期経営計画の重要性とともに，次の２
点が明らかになった（内山，２０１７b）。
第１に，中期経営計画（調査対象企業では，３年から４年を対象とす
る）の前提として，企業の社会性や多様なステークホルダーを強調した
企業理念や長期ビジョン（同，１０年程度を対象とする）が存在すること
である。第２に，長期ビジョンをバックキャスティングして中期経営計
画を策定するが，長期ビジョンと中期経営計画ならびに短期計画（同，
１年を対象とする）とでは，同じ計画であっても性格を異にする。具体
的には，長期ビジョンは，「経営陣の夢や願望を含んだもの」（オムロン
株式会社）や「イメージ」（川崎重工業株式会社），「到達するべき姿」（日
本精工株式会社）などとされ，事業部門別評価は行われるがインセン
ティブとの連動がないのに対し，中期経営計画と短期計画はともに，ボ
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トムアップによる策定がなされ（オムロン株式会社，川崎重工業株式会
社，塩野義製薬株式会社），コミットメントに近いもの（オムロン株式
会社）や必達目標（川崎重工業株式会社）とされ，共通のKPIが用いら
れるほか，トップ・マネジメントのレベルでは業績評価結果がインセン
ティブと連動している３）。
このような長期ビジョンについては，前項での指摘と同様，その見直
しを行う際に，SDGsやそれらが目指す世界を参照することができる。
また，長期ビジョンは，企業価値の中でも経済価値に関して財務目標を
中心に策定されることが多いが，日本企業では，企業理念とともにビ
ジョンや方針，行動指針，Wayなどを策定する企業も多い。そこで，
これらと連携する形で，長期ビジョンにサステナビリティや環境，人権，
従業員などに関する非財務の目標を設定することが望ましい。その際，
既存の長期ビジョンに社会価値・組織価値が盛り込まれていないのであ
れば，SDGsを利用することも考えられる。
前述の通り，長期ビジョンを策定する企業では，長期ビジョンをバッ
クキャスティングして中期経営計画を策定する。SDGsに関しても，同
様のアプローチが望ましいと考えられる。「SDG Compass」においては，
目標設定のアプローチとして「アウトサイド・イン・アプローチ（out-
side in approach）」（GRI et al.,２０１５, p.１９）の採用が紹介されている。
すなわち，企業は目標設定に対して，過去のデータや現在の潮流といっ
た内部中心的なアプローチで臨むのではなく，SDGsが定めるような世
界的な視点から何が必要とされているかを検討し，それに基づいて目標
を設定し，現状の達成度と求められる達成度のギャップを埋めていくこ
とが推奨されている（足達ほか，２０１８，２９ページ）。「アウトサイド・イ
３）ただし，これらの企業には次の共通点が存在する。①大規模企業，②製造業，
③技術志向，④長い社歴，⑤企業の社会性や多様なステークホルダーを強調
した企業理念，⑥統合報告の実施。
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ン・アプローチ」により，「企業という私的領域に公的領域の課題を挿
入する」（國部，２０１７，１８６ページ）ことが可能となることで社会価値・組
織価値の創造に資することから，SDGsマネジメントにとって有益なア
プローチであると考えられる。
SDGsの達成への貢献では，戦略へのSDGsの組み込みから議論される
こともあるが，上記の「アウトサイド・イン・アプローチ」からは，そ
もそも長期的に企業が何を目指すのかを考え，それを決定することの重
要性がわかる。日本企業の実務に沿って説明すれば，それは企業理念の
観点からSDGsを捉えることの重要性，あるいは長期ビジョンを作成す
る企業であれば，そこに経済価値と社会価値・組織価値を反映すること
の重要性である。
⑷ 中期経営計画（戦略）の策定
SDGsとも整合的な企業理念，あるいはSDGsを取り込むことで財務目
標と非財務目標を含んだ長期ビジョン，これらに基づいて中期経営計画
が策定される。多くの日本企業では，戦略とそれに基づく経営にとって
中期経営計画は要となっている。
ここでは，SDGsのさまざまな目標が，自社の貢献目標として具体的
に中期経営計画に組み込まれる必要がある。その際に不可欠なのがマテ
リアリティの評価と決定である。戦略は，経営環境（外部環境）と経営
資源（内部資源）とのマッチングから導かれる（櫻井，２０１５，５３６―６１０ペー
ジ）が，このマッチングからより望ましい企業価値を創造する方策を示
すのが戦略である。そこでは，企業価値を創造するためのさまざまなバ
リュー・ドライバー（財務，非財務の両面）とそれらの間の関連を明ら
かにする必要がある。
このバリュー・ドライバーの特定は，マテリアリティの評価と決定に
深くかかわる。なぜなら，「国際統合報告フレームワーク」にあるよう
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に，マテリアリティは，短期，中期，長期にわたる，企業の価値創造能
力に実質的に影響を与えるもの（IIRC,２０１３, para.３．１７）を指すからで
ある。一般に，とりわけ統合報告を実施する企業においては，自社に
とっての影響と社会（ステークホルダー）にとっての影響という２つの
軸によってマテリアリティを評価することが多い。それはすなわち，企
業価値創造における経済価値創造と社会価値・組織価値創造の両方に
とっての重要性を評価することにつながる。
前項で述べたように，日本企業では，中期経営計画はコミットメント
に近いものや必達目標と位置づけられる。SDGsにかかわる非財務目標
についても同様の捉え方をされることが多いと考えられる。そのため，
ここでの計画・目標の達成度をきちんと把握し，その理由を含めて結果
を企業内外に対して報告することが望まれる。
⑸ KPIの設定
SDGsに関するKPIの設定は，SDGsマネジメントを規定し，さらに
SDGsの達成に貢献する企業実務そのものを規定することから，極めて
重要で，かつ困難を伴うと考えられる。
「SDG Compass」のウェブサイトの中にある「Inventory of Business
Indicators」のページ（https:／／sdgcompass.org／business-indicators／）
では，SDGsの目標・ターゲットに関する事業指標の一覧が掲載されて
おり，目標やターゲットだけでなくテーマや出典ごとにも指標の検索が
可能になっている。例えば，どの企業でも関連する事項として従業員に
かかわるSDGsを見てみると，ターゲット「４．４ ２０３０年までに，技術
的・職業的スキルを含む，雇用，人間らしい仕事および起業に必要なス
キルを備えた若者と成人の数を大幅に増加させる」では，性別や従業員
カテゴリーごとの，１年あたり，従業員あたりの教育訓練の平均時間な
どがあげられている。また，ターゲット「５．５ 政治，経済，公共分野
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での，すべてのレベルの意思決定において，女性の完全かつ効果的な参
加とリーダーシップへの平等な機会を確保する」では，ガバナンス組織
の構成や，性別・年齢・マイノリティなどに基づく従業員カテゴリーご
との内訳などが，ターゲット「８．５ ２０３０年までに，若者や障がい者を
含む，すべての女性と男性に完全かつ生産的な雇用と人間らしい仕事を
実現し，同一価値労働同一賃金を達成する」では，雇用契約や性別ごと
の従業員数・正社員数や，事業所在地ごとの常勤従業員にはあって臨
時・パート従業員にはない手当などが，それぞれあげられている。
戦略の策定，さらには統合報告書の作成にあたっても，これらの指標
による測定，管理，報告が有効であると思われる。その際，企業価値に
おける経済価値は財務指標（財務情報）によって，社会価値・組織価値
は，多くの場合，非財務指標（非財務情報）によって把握される。一般
に，財務指標と非財務指標は，それぞれ遅行指標，先行指標とされ，こ
のことからも，社会価値・組織価値の創造が経済価値の創造につながる
という関係を指摘することができる。「非財務（non-financial）」あるい
は「非金銭的（non-monetary）」という言葉は，時に「プレ財務（pre-fi-
nancial）」や「未財務（not yet financial）」とも表現されるが（WICI,２０１６,
p.４５），このような語用は，社会価値・組織価値の創造が経済価値の創
造につながるという関係を強調する可能性がある。
⑹ 事業計画・年次計画・予算の設定と業績評価・報酬制度の実施
SDGsのさまざまな目標が，自社の貢献目標として具体的に中期経営
計画に組み込まれると，それに基づいた各事業計画や年次計画，さらに
は予算が設定される。その際には，前項のKPIが軸となる。本節第３項
で指摘したように，日本企業では，長期ビジョンと比較すると，中期経
営計画と短期計画とでは基本的な性格を同じにする企業が多いことがう
かがえる。したがって，短期計画，さらにはそのベースである中期経営
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計画の実現は業績評価・報酬制度によるところが大きいといえる。
業績評価・報酬制度の設定において注意すべき点として，１つは，財
務指標と非財務指標との併用を確保することである。いま１つは，計画
設定や業績評価を連結ベース（グループ・ベース）でも考えることであ
る。特に非財務指標については，経済的なつながりに基づく連結ベース
を超えて，サプライチェーン・ベースで考えるべきである。この点は，
「SDG Compass」でも同様の指摘がなされている（GRI et al., ２０１５, p.
１２）。
しかしながら，自社の活動がかかわる範囲においてどこまでをSDGs
マネジメントの考慮対象として捉えるかは，時に難しい問題である。そ
れを考えるに当たっては，「国際統合報告フレームワーク」が示す「報
告範囲（reporting boundary）」（IIRC,２０１３, para.３．３０―３５）が参考にな
ると思われる。統合報告の報告範囲の決定に当たっては，財務報告プロ
セスで用いられる「財務報告実体（financial reporting entity）」ではな
く，財務報告実体を超えて，他の実体やステークホルダーにかかわるが，
財務報告実体の価値創造能力に影響を与えるリスクや機会，アウトカム
を含めることが示されている。このように，財務報告実体を超えて現状
を捉えて報告する目的は，企業の価値創造能力に重要な影響を与えるリ
スクや機会，アウトカムを明らかにすることにあり，それゆえ，この報
告範囲の概念はマテリアリティの決定プロセスの鍵ともなる。
業績評価にSDGsを結びつけることは，大きく２つの効果をもたらす。
１つは，業績評価はマネジメントにおけるPDCAサイクルを閉じるもの
であり，評価の結果が新たな計画の設定や指標の改善，さらにはその上
位にある中長期の計画・目標の設定やマテリアリティの評価に資する。
もう１つは，統合報告の実施による統合思考の浸透過程で従業員の知
識・意識・行動が変化するという，人的資産への教育的効果が期待され
る（内山，２０１４，３６ページ）のと同様に，業績評価にSDGsが結びつくこ
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とで，従業員一人ひとりのレベルで知識・意識・行動が変化し，SDGs
の達成に貢献するようなイノベーションを発揮することに繋がることが
期待される。これらは，財務業績（経済価値）・財務指標においても非
財務業績（社会価値・組織価値）・非財務指標においても基本的に同じ
である。
⑺ SDGsマネジメントのフレームワーク
前節で検討した，企業観・企業価値観を表す企業理念およびコーポ
レート・ガバナンス，CSR（トップのリーダーシップ，担当部署の権限
とコミュニケーション，中期経営計画やアクションプランへの組み込み
とPDCAサイクルの実践），多様なステークホルダーとのコミュニケー
ションと「ダブル・ループ」，マテリアリティ評価と統合報告，企業理
念から業績評価・報酬制度までの一貫性，これらを基盤として，本節で
検討した，企業理念，財務・非財務目標を含む長期ビジョン，中期経営
計画（戦略），KPI，事業計画・年次計画・予算と業績評価・報酬制度，
これらが一貫性を持ったSDGsマネジメントのフレームワーク（体系・
全体像）を図示すると，図表６のようになる。
Ⅴ SDGsマネジメントの課題
SDGsマネジメントのフレークワークを構築し，実際にマネジメント
を行うに当たっては，次のような課題・困難さを指摘することができる。
第１に，SDGsが本質的に持つ「複合性」である。SDGsの１つの目標
の達成には多数の要素・要因が複合的にかかわりあっているとともに，
その１つの要素・要因が他の複数のSDGs目標にかかわる。そこでは，
多様なステークホルダーの間でのトレードオフといった問題が生じ得る。
例えば，人権に配慮した高レベルの製品・サービスの提供と従業員の職
場環境（労働時間など）と環境保護とをどのようにバランスさせるかと
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事業計画・年次計画・予算，
業績評価・報酬制度
SDGs
企業理念
長期ビジョン
（財務・非財務）
中期経営計画（戦略）
KPI
企業観・企業価値観およびコーポレート・ガバナンス
CSR（リーダーシップ，担当部署の権限，計画への組み込み）
多様なステークホルダーとのコミュニケーションと「ダブル・ループ」
マテリアリティ評価と統合報告
企業理念から業績評価・報酬制度までの一貫性
いった問題である。このような複合性がもたらすマネジメントの困難さ
は，多様なインタンジブルズの複合的なマネジメントの困難さと共通す
る問題でもある。SDGsとそのマネジメントへの取り組みを行う際には，
企業外部の要因に注目が集まりがちであるが，それをSDGsの達成に貢
献するために必要なインタンジブルズのマネジメントとあわせて検討す
ることが求められる。その際，例えば，内山ほか（２０１５）が仮説におい
て採用し，実証したように，人的資産，組織資産，情報資産という，主
として企業内部におけるインタンジブルズが相互に影響を与え，それら
が顧客資産，ブランド，コーポレート・レピュテーションという，企業
外部のステークホルダーとの関係性の中に見出されるインタンジブルズ
に影響を与え，それらが最終的に企業業績に影響を与えるというモデル
が１つの参考になると思われる。
第２に，第１の点ともかかわるが，SDGsが本質的に持つ「長期性」
である。長期的な目標・計画であることは，より抜本的な対策を可能と
図表６ SDGsマネジメントのフレームワーク
出所：筆者作成。
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し，そのためのイノベーションを促進することで大きな発展に至る可能
性を持つという点で望ましいものである。本稿でも指摘したように，長
期的な目標・計画であるがゆえに，企業理念や長期ビジョンのレベルで
の議論が可能となる。しかしながら，時間軸が長いほど説明責任が曖昧
になる（GRI et. al.２０１５, p.１８）という指摘もある。仮に２０１６年から２０３０
年までの１５年という期間で限っても，通常，企業ではほとんどのマネジ
メント・レベルにおいて経営者や担当者の交代が予想される。したがっ
て，SDGsマネジメントにおいても，できる限り属人的な要素を排し，
また単独の組織だけが責任を持つ体制は採らず，組織的で全社的な仕組
みとして，あるいはライン部門とさまざまなスタッフ部門にまたがる部
門横断的な責任体制の下で，SDGsへの取り組み自体を持続可能なもの
とすることが求められる。
第３に，SDGsに示される目標の達成レベルや個別の企業に対して求
められるレベルについての判断基準は必ずしも明確ではなく，またそれ
は時とともに変化し得る。法律が企業に社会的責任のある活動に従事す
ることを義務づけることはあまりなく，企業の社会的責任は，典型的に
は，ネットワーク内の法的拘束力のない合意や理解に依拠する（Bevir,
２０１２, p.４９）。したがって，そこには，多くの場合，明確なルールや評
価基準がないか，あるいはそれらが見出しにくい。そこでは，主に欧米
世界において出来上がったルールに対応するという態度から，ルールメ
イクや議論に参画するという態度への転換が重要である（内山，２０１５a，５５
ページ）。この問題は，統合報告を実践する際にも指摘したが，SDGsに
かかわる企業実践においても同様に当てはまると思われる。
第４に，アジェンダでは，SDGsの達成に対して企業が果たす役割に
大きな期待が寄せられている一方で，企業の側でも，SDGsの達成に積
極的に貢献することが自社にとって大きな意味を持つと考えられ，
「SDG Compass」は，企業がSDGsを利用することで得られる５つのメ
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リットをあげている。しかしながら，これらが本当に経済価値の創造に
結びつくのかは必ずしも自明ではない４）。SDGsへの取り組みとそのマ
ネジメントはインタンジブルズのマネジメントに繋がることを指摘した
が，インタンジブルズの活用と同様に，SDGsをどのように活用するこ
とが価値を生み出すかは戦略に依存する可能性が高く，複合的なマネジ
メント・システムが必要となる。
第５に，社会価値・組織価値の創造に焦点を絞ったとしても，SDGs
マネジメントの成果，すなわちSDGsの達成への貢献としてのアウトカ
ム，さらには社会的なインパクトをどのように把握・測定するかは，十
分には明らかでない。先述の「SDG Compass」のウェブサイトで見ら
れる事業指標もインプットを明らかにする指標が多く含まれている。実
態以上に環境への配慮を装う「グリーンウォッシュ」に対しては批判が
なされるが，SDGsへの取り組みにおいても「ブルーウォッシュ」，
「SDGsウォッシュ」が懸念される。そのような批判への効果的な対処
のためには，SDGsへの取り組みがもたらすアウトカム，インパクトの
的確な把握方法を継続的に検討することが必要である。
第６に，１つの価値創造プロセスの中で考慮する際，第４で取り上げ
た経済価値と第５で取り上げた社会価値・組織価値，この両者を１つの
価値創造プロセスの中で考慮することは必ずしも容易ではなく，またそ
４）例えば，GPIFが選定した国内株式の３つのESG指数は，２０１７年度いずれも対
TOPIXでマイナスの超過収益率になっている（GPIF,２０１８b,３１ページ）。長谷
川（２０１８，２６―２８ページ）は，実証研究ではESGと財務業績との関係は不明瞭
であるとした上で，その理由として，①企業のESGを評価する場合，ESG評
価専門機関が出す評価を用いることが多いが，その評価基準はほとんど公表
されておらず，データの検証をどの程度行っているかは明らかでなく，その
ようなデータの信頼性は疑問であること，②ESG情報の中には，企業の財務
業績に影響を与えるものとそうでないものとが混在していること，③社会的
パフォーマンスと財務業績との因果関係は直接的ではないことの３点を指摘
している。
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の困難さも時とともに変化し得る。例として，従業員の健康維持・増進
（社会価値・組織価値の増加）にかかるコスト（経済価値の減少）を企
業が負担するかという問題がある。従来，従業員の健康の問題は従業員
個人の事柄とされることが多かった。しかし，仮に企業が従業員の健康
維持・増進のコストすなわち経済価値の減少を負担しても，それが従業
員の離職率の低下と生産性の向上，新規採用・追加的な教育訓練の減少
などを通じて長期的に経済価値の増加につながる可能性が高いのであれ
ば，いわば投資として，１つの価値創造プロセスの中で検討することが
できる。特に，近年の「健康経営」５）へのさまざまな取り組みと統合報
告書を通じたコミュニケーション（内山，２０１８，５５―５６ページ）がそのよ
うな思考や実践を後押ししている。しかしながら，サプライチェーン上
の人権や地球環境に関するコストなど，「報告範囲」の中で自社から「遠
い」ものにかかわるコストほど，現状，必ずしも常に経済価値と社会価
値・組織価値として１つの価値創造プロセスの中で考慮できるわけでは
ない。
上記の諸課題は，結局のところ，社会的レベルや経済主体レベル（企
業レベル，投資家レベル）での「投資」判断にかかわる問題といえる。
すなわち，先行的な社会価値・組織価値の創造およびそのための投資と，
その投資の結果としての，遅行的な経済価値の創造とをどのように捉え，
評価し，意思決定するかという問題であり，そのために必要な財務情報，
非財務情報それぞれの測定と報告（財務情報のみについては，従来会計
が行ってきたこと）を，財務情報と非財務情報とを有機的に関連づけな
がら，どのように行うかという問題であるといえる。この点でも，
SDGsを巡るマネジメントは，統合報告ならびに統合報告の基礎であり
目的でもある統合思考と，課題において共通性を有している。
５）健康経営は，特定非営利活動法人 健康経営研究会の登録商標である。
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Ⅵ おわりに
本稿では，これまでの経済価値の創造を中心としてきた既存のマネジ
メント・プロセスをベースに，SDGsの達成に貢献するための「SDGsマ
ネジメント」について考察し，そのフレームワーク（体系・全体像）を
明らかにするとともに，そこでの統合報告の位置づけ・役割を示した。
SDGsの達成に対して企業が果たす役割に大きな期待が寄せられてい
る一方で，企業の側でも，SDGsの達成に積極的に貢献することが自社
にとって大きな意味を持つと考えられる。また，SDGsへの取り組みと
そのためのマネジメントは，さまざまなステークホルダーとのかかわり
を前提として，インタンジブルズのマネジメントに繋がると考えられる。
SDGsマネジメントの重要な基盤として，企業観・企業価値観を表す
企業理念およびコーポレート・ガバナンス，CSR，多様なステークホル
ダーとのコミュニケーションと「ダブル・ループ」，マテリアリティ評
価と統合報告，企業理念から業績評価・報酬制度までの一貫性について
検討を行った。そして，企業理念，長期ビジョン，中期経営計画（戦略），
KPI，事業計画・年次計画・予算と業績評価・報酬制度，これらが有機
的に連携するべく一貫性を持ったものとして，SDGsマネジメントのフ
レームワークを明らかにした。また，SDGsマネジメントのフレーク
ワークを構築し，それを実践するにあたっての課題・困難さを指摘した。
日本企業は，漸次的な改善や効率化には一般に長けているものの，他
方で，大きな長期的課題を見出し，その解決のためのグランドデザイン
の構築，ルールメイキング，戦略策定を苦手とすることがいわれる。
SDGsはその解決のためのヒントとなる点で，企業経営にSDGsを活用し，
SDGsをマネジメント・プロセスに組み込むことは，日本企業にとって
とりわけ有効である可能性がある。また，日本企業が従来持つ企業理念
や企業文化，知識・経験はSDGsマネジメントにとっても有効であると
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考えられる。
SDGsの達成において企業に期待されるのは創造性とイノベーション
であるが，そのためには，企業経営に多様な視点を取り込むことや，ト
ライ＆エラーとそれを通じた改善のPDCAサイクルを迅速に回すことが
必要となる。前者については，社外取締役の増加といったコーポレー
ト・ガバナンス改革や，女性・外国人などの活躍といったダイバーシ
ティ経営，社内外の多様なステークホルダーとの協働など，日本企業で
は課題として近年取り組みが求められているものである。また，後者に
ついては，組織体制や人事管理，業績評価・報酬制度などが密接にかか
わる。これらの点から，SDGsマネジメントは決して局所的，一時的な
マネジメントではなく，トップ・マネジメントから現場までがかかわる，
全社的かつ長期的なマネジメントとなる。
今後は，実態調査等を通じて多くの企業事例を参照するとともに，当
フレームワークの妥当性の検討と，より精緻なフレームワークの構築を
図りたい。
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Summary
The Framework of the SDGs Management: Based on Inte-
grated Reporting and the Practice of Japanese Companies
Akihiko UCHIYAMA
The SDGs（Sustainable Development Goals）have been grappled
with by many organizations all over the world, and the roles of corpo-
rations are expected to achieve the SDGs. The SDGs have the impor-
tance／meaning for business management because the corporate value
is the sum of the economic value and the social／organization value in
today’s business that pursues sustainability. The SDGs are“goals”, so
we need the appropriate management for achieving the SDGs. But the
business practice and management for achieving the SDGs have just
started. So, this paper investigates the framework of management for
achieving the SDGs and shows a framework based on existing man-
agement process that has created mainly economic value. To the pur-
pose of this paper, we bring focus into integrated reporting that
makes clear the value creation process of organizations aiming long-
term value creation by using financial and non-financial information.
And we refer to the practice of Japanese companies which make the
integrated reports.
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